平成２１年度第２回

広島市青少年と電子メディアに関する審議会
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⑵　事務局（市）
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４　公開・非公開の別
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５　傍聴人

無し

６　会議次第

⑴　開会

⑵　議題

ア　平成２１年度「携帯電話の利用状況等に関する保護者アンケート」（平成２１年７月）の集計結果について

イ　電子メディア・インストラクターの活動報告について

（ｱ）ネットパトロール

（ｲ）広島市電子メディア協議会開催の講習会（ケータイ出前講座）
ウ　ノーテレビデーの取組について

（ｱ）ノーテレビデーの取組

（ｲ）ノーテレビデーの今後の取組

エ　その他

（ｱ）平成２１年度における広島市の取組について

（ｲ）フィルタリング機能の精度及び効果を検証する人材育成について

（ｳ）その他

⑶　情報交換

⑷　閉会

７　議事録

別添のとおり

■開会
（事務局）
それでは、ただいまから平成２１年度第２回広島市青少年と電子メディアに関する審議会を開催いたします。
本日は大変お忙しい中をお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。本日ご出席いただきました委員の皆様のご紹介でございますが、お手元にお配りしております配席表をもって代えさせていただきたいと存じます。本日の会議には、小田副（越智会長）、河野委員、小野委員がご都合により欠席されておられます。また、下田委員、小野委員が遅れて来られるとのご連絡をいただいております。
さて、本審議会の委員定数は１０名でございますが、現在ご出席の議員は６名で過半数に達しておりますので、「青少年と電子メディアとの健全な関係作りに関する条例施行規則第９条」の規定により審議会は成立したことをご報告させていただきます。
それでは、お手元にお配りしております資料の確認をさせていただきたいと思います。配席表の他に、委員名簿がございます。右にまいりまして、「配布資料一覧」「資料１平成２１年度携帯電話の利用状況等に対する保護者アンケートの集計結果について」「資料２ネットパトロール」「資料２の２電子メディアに関する講習会・ケータイ出前講座」「資料３の１ノーテレビデーの取り組み」その次に別紙がついてございます。「資料３の２ノーテレビデーの今後の取り組み」「資料４携帯電話のパケット定額サービスの問題点について」をお配りしております。ご確認いただければと思います。それでは、これからの進行につきましては、越智（越智会長）にお願いしたいと思います。
（越智会長）
第２回目の審議会でございますが、お手元の次第をご覧になったらお分かりのとおり、結構たくさんございますので、できるだけ効率的に、進めていきたいと思います。
それでは、早速、議題に入らせていただきたいと思います。
■議事１　平成２１年度「携帯電話の利用状況等に関する保護者アンケート」（平成２１年７月）の集計結果について

（越智会長）
議題の１「平成２１年度携帯電話の利用状況等に関する保護者アンケートの集計結果について」でございます。それでは、（事務局）からご説明をお願い致します。
（事務局）
資料の１をお開きください。青少年と電子メディアとの健全な関係作りに関する条例を施行して１年が経過いたしました。今後の参考のためにアンケートしましたので、その経過を報告させていただきます。同様のアンケートを今年の１月に実施しております。この半年間の変化をとらえるのが目的でございます。後ほどそのことについて説明させていただきます。
調査期間は今年の７月です。設問は６問です。児童・生徒の性別、学年、携帯電話所持状況、フィルタリングの利用状況、それからフィルタリングを利用しない場合はその理由、それから携帯電話でのトラブルの有無です。この内容は半年前に調査した内容と同じでございます。
アンケートは、総数２,１１７人から回答いただいております。対象は小学校４年生から高校３年生までの児童・生徒の保護者です。質問紙を無記名で書いていただいて回収をしております。詳しい資料を次のページからご説明致します。調査対象の属性ですが、小学生７２４名、中学校７３２名、高校が６５１名からの回答を得ております。男女は、ほぼ等しく回答を得ております。
それから２番目の、自分専用携帯電話等の所持状況でございます。グラフ３をご覧ください。小学生は、２１.１％の子どもが持っております。中学生では３８.７％、高校生では９２.２％の所持率になっております。その下のグラフ４をご覧ください。
年代別・男女別にみますと、特に小学校の女子の所持率の高いのが目立ちます。これは年があがるに従って、だんだん差がなくなってくるという傾向になっております。
それから全体調査と全国との比較でございます。全国の数字は、小学校６年生、中学校２年生、高校２年生です。広島市のそれぞれと比較しております。１番左側が半年前の前回調査でございます。２番目が今回の調査。１番右側の白色が全国データになっております。小学校６年生では、広島市の今回調査の数が減っているのが目立ちます。後は、わずかに減っているという状況です。原因ですが、不況のためなのか、あるいは、広島市においては学校に携帯電話を持ち込ませないという取り組みをしていますので、その結果なのかは不明です。
続きまして、フィルタリングの利用状況です。グラフ６は装着率です。小学校は６４.５％。高校生は４７.０％になっています。グラフ７は学年別ですけれども、学年が上がるに従ってフィルタリングの利用が下がる傾向にあります。私どもの条例は、販売時にフィルタリングを装着するものですので、条例が施行される以前に購入した携帯電話には、フィルタリングの義務がかかっておりません。ですから１００％の比較というのは無理です。条例以後購入したものについての装着率があればよかったのですけれども、そこまで集計できていません。
グラフ８は、男女別フィルタリングの装着率です。男子のフィルタリングの装着率が高いという結果になっています。
グラフ９が、この調査のハイライトの装着率です。左が前回、半年前の調査、真ん中の斜線が今回の調査です。いずれの数値も大きく変化しました。特に高校生において装着率が伸びております。全国との比較ということになりますと、広島市の子どもたちは相当高い装着率であるということが言えます。小学校６年生で５９.６％、中学校２年生で６９.２％、高校２年生で４８.４％という数字がでております。これも携帯電話の買い替えが進むに従って上がってくるのではないかと期待しております。
フィルタリングを利用しない、または解除しようとする理由はグラフ１０になります。子どもを信頼しているという親が３６.３％、それから、利用しなくても問題が起きないと考えている親が１７％、合わせると５３.３％になりまして、過半数を超えることになりました。学校別に見ますと、子どもを信頼しているというのが、中学校、高校どちらも３１％と高い割合になっております。インターネット自体を利用できないようにしている保護者は、小学生で高い割合になっております。これらの解除理由ですが、あまり大きな変化はないのですが、条例の施行効果が表れているのではないかという数字になっております。
前回調査と比較した結果、利用してもしなくても問題は起きないと考えたという回答が１８.１％から１７.０％に下がっております。
インターネット自体を利用できない設定にしているが６.４％から８.４％へ、フィルタリングサービスを知らなかったというのは９.１％から７.０％へ、利用効果がわからなかったというのは７.２％から６.５％へ減少しております。また、購入時に説明がなかったという回答も１０.２％から７.１％へと減少しております。ただ、本件につきましては、７.１％残っているというのも若干問題を残していると思います。
次は自由記述でございます。今回の調査で、初めての回答ですが、小学生につきましては、「子どもが怖がりだから大丈夫である」「まだ幼いので危険性はない」といった意見がありました。それから中学生は、「一度利用させてみて信頼できると判断した」という回答がありました。高校生では「親の保護が届く間に、正しい利用方法や有害情報との付き合い方を身につけてほしい」という意見があったということです。フィルタリングに対する不満が別途あります。「フィルタリングの設定を自由に変更できるなら利用したい」という意見がございました。
次のページをご覧ください。困ったことやトラブルの状況でございます。グラフ１３ですが、高校生では１０.６％、中学生では２７.９％、つまり、高校生では５人に１人、中学生では４人に１人以上がトラブルになっているということです。グラフ１４ですが、回答の多いものは利用時間に関すること、それから２番目の利用料金に関すること、それからチェーンメールに関することも、少なくないトラブルになっているようでございます。
具体事例ですけれども、実際に不正請求詐欺にあったという報告があります。それから個人情報の管理の問題ですが、携帯の番号を知っている友達が他の子に勝手に携帯の番号を教えてしまうということがあったということです。それからプリクラを撮影した時、プリクラ機から写真を携帯に送信したら迷惑メールがたくさん来た。という回答もあります。こういう便利な機械に、不安を感じているということが表れているのではないかと思います。他校の男子学生とメール交換をしたり、あるいは実際に会ったりしているという報告もございました。
次のページは、アンケートをした調査表をつけています。以上でございます。
（越智会長）
なかなか有意義な数字ですね。できれば、条例施行後だけの数字は取れないですかね。

（事務局）
今回、半年前との比較という視点から全く同じ項目と内容で調査をしました。やはり条例施行後に絞って調べなければいけないという新たな調査の必要性を感じております。
（越智会長）
もしわかれば、もう少し変化が見えますよね。
（事務局）
条例施行以降に購入した場合に限定して調査する方法が、必要だと感じています。他にアドバイスいただければと思います。
（越智会長）
例えば、購入時に説明がなかった。という回答が１０.２％から７.１％に減ったと書いてありますけども、この中には、条例施行以前の人たちも入っている訳ですよね。ですから、条例施行以後、おそらく減っていると推定できると思うのですけれど。数字として出す場合には、もっと差が大きい数字の方が、その条例の有効性とか、あるいは、そのフィルタリングの必要性であるとかが、もっとよく分かると思います。
そのほかの委員の先生方、いかがでしょうか。こういうアンケートは、また、調査する機会がございますので、その時の為にも、疑問点あるいは確認事項がありましたら、聞かせていただければと思います。
（石田委員）

校種別解除理由ですけども、上から３つ目の回答で「インターネット自体を利用できない機種にしている」ということだから、解除も何も…ないっていうか。利用できない機種で解除どうのこうのというのは…。どういうことなのでしょうか。
（事務局）
確かにおっしゃるとおりだと思います。「解除」という言葉自体が、この場合は不適切かもしれませんけども、要は、ネットワークに繋がらない、ネットワークから遮断されるという意味で、御理解していただければ、と思っています。
（石田委員）

あと、子どもを信頼しているということはとてもいいことだと思うのですけども、いろんな意味での信頼があると思います。子どもとちゃんと話し合った上で、信頼して解除しているようなケースもあれば、そういうことなしに「うちの子は大丈夫でしょう」みたいなケース。「そういうのはしない」って言っている人もいるかもしれない。そのあたりの詳細っていうのは、この調査ではどのようになっていますか。
（事務局）
過度の信頼をしているのか、本当に信頼できる子を信頼しているのか、といったような部分へ踏み込んで調査は行っていないです。
（石田委員）

もし、子どもと、そういうことについて話し合っているかどうか、ということが分かれば、信頼というのがどれぐらいどんなものか、というのが、ちょっと見えてくると思うんです。
（川西委員）

所持率ですが、中学生の所持率が３８.７％になっているんです。うちの学校で所持率についてアンケートをとった時は５０％を超えていて、最近携帯電話に関する話を聞きに行くことがあって、そこでも、中学生は５０％を超えているようなんです。今回の調査は地域性とかの問題があるから５０％より少ないのですかね。
（事務局）
調査対象校を選ぶ時には、都市部とか、そうでない所とか住宅地とか、割とバランスよく選んだつもりです。特に小学生の所持率が極端に下がっていたので、１校ずつ詳しく見たのですけれども、やはり学校によってばらつきがあるようです。所持率が大きく下がっている学校もあれば、伸びた学校もあったりですね。それは地域の事情があるんだなと考えていました。全部で２０００人程、中学生で言うと７３２人程とったデータでこういう結果になった、ということになるのです。
（川西委員）

ありがとうございました。
（越智会長）
ちなみに回答総数っていうのは２０００人ちょっとですよね。これは広島市に関係する小学生、中学生、高校生っていうのは全部で何人ぐらいいますか。つまり調査の母数ってどれくらいなんですか。
（事務局）
約１０万人です。

（越智会長）
１０万人。なるほど。僕は専門家ではないのでよく分からないのですが、１０万人だとして、そのうちの２０００人というのはどれぐらいの精度ですかね。
（松田委員）
これは、検定上の信頼性をあげるために何かされてないのですか。
（事務局）
そういう検討は、今回はしていなかったと思います。今回は、前回と同じということで調査したという経緯があります。前回の調査では、信頼性を上げるための議論はしていたかと思います。
（松田委員）

私も同意見なんですけども、中学と高校と、こんなに低い学校を知らない。平均でこれ、ということは、私が知っている学校は、全国でもずっと高い数字です。となると、逆によっぽど低い学校もあるということになるんですよね。
そうすると、そういう学校って一体どこだろうと思う訳です。つまり、高校などは地域性っていうのはあまりないと思うので、学校でそういう指導をされるから低い、そういうことなんですね。
ですから、私が知ってる中学校や小学校は、都市部だったりすることもなければ、ごく普通の住宅地です。だから、ごく普通の学校っていうのはこれよりも所持率が高いのではないかと、みんなそう思ってると思うんですよ。
逆に言うと、学校間の差が相当あるのかなとも思うんですよ。そのあたりはどうなんでしょうか。
（事務局）
確かに学校間の差はあると思います。最初に調査を始める時、事前調査があって行ったものではなく、広島市全体の状況把握ということですし、平均を出すためにも、都市部だけに集中して調査する訳にはいきません。

確かに、ご指摘があるように、全国調査でも一般的には小学生３割、中学生６割、高校生９割というという様なことが言われてます。その数字からすると、広島市の場合、小学校と中学校の所持率が、言われている平均値よりは少ないと思います。そこの原因と言いますか、分析と言いますか、まだ、正確にはできてないっていうのは現状です。
なぜ低いか、広島市の取組の一定の効果があった、としていいのか、それとも、たまたまそこの学年が低かったのか、あるいは、学校ごとの取り組みというのが効果を表したのか、そこはいろんな要素が考えられると思います。
（越智会長）
このアンケートは、例えば広島市という規模で出しているのは本当に珍しいものだと思うのです。ですから、この結果を活用するためにも、精度をあげるような工夫をすればいいかもしれませんね。もう少し母数を広げるとか。大変だろうと思いますが工夫をすれば、もっと生きてくるような気がいたします。
一点だけ確認させていただきたいのですが、所持率のところです。調査結果の一番はじめのページですけど、携帯電話所有率比較というのがございます。これは全国と比較しているわけですが、この場合の数字でございますよね。これは小学校６年生、中学校２年生、高校２年生っていう特定の学年だけの数字ですか。
（事務局）
全国のデータが、その学年になっているのです。
（越智会長）
なるほど。全国のデータの学年にあわせたということですね。了解しました。他にはいかがでしょうか。
（平田委員）

だいたい何校くらい調査しているのですか。学年一斉にという形じゃなくて、１クラスとかいう形ですよね。

（事務局）
各学校で小学校でしたらば、４年生、５年生、６年生、から１クラスずつ。中学校でも１年２年各学年で１クラスずつ。というサンプリングをさせていただいています。
（平田委員）

全校だったら結構な数かなと思ったのです。クラスで調査をやっているから１クラス４０人ぐらい？
（事務局）
小中学校各８校ずつ、高等学校７校で調査しております。ただ、都市部以外の学校が２校ずつ入っておりますから、この学校のウエイトが大きくなっている可能性もあります。母数を大きくするということ、それから広島市全体を反映させること、それから１番大変なことは条例施行後の効果という狙いをもってアンケートを実施することを課題にさせていただきたいと思います。
（越智会長）
よろしくお願いいたします。他にございませんか。よろしいでしょうか。それでは議題１については、以上で終わりにさせていただきます。ありがとうございました。

■議事２　電子メディア・インストラクターの活動報告について
（越智会長）

それでは、議題２のほうに移りたいと思います。議題２はですね、「電子メディア・インストラクターの活動報告について」ということでございます。特にネットパトロールについて、事務局から結果をお知らせいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
（事務局）
広島市電子メディア協議会と今年７月に委託契約を結びまして、ネットパトロールと講習会の事業を実施していただくことをお願いしております。電子メディア協議会の会員は、広島市電子メディア・インストラクターの認定を受けた方が、小中学生と思われる子どものホームページやプロフ、携帯サイトを見回る事業です。
具体的には、例えば、人気の携帯電話の中に中学生ということで登録しまして、どういうやりとりがなされているか、あるいは子どものプロフには友人を紹介するリンク先などが載っておりますが、それを次々たどっていく、あるいはずっとそれをフォローして見ていく。というようなことをしております。
携帯電話は３社分を各２台ずつ、１台はフィルタリングをかけて、もう１台はフィルタリングの機能のないものを用意して、市から貸与しております。ですから、フィルタリングをかけた状態とかけてない状態で、どのように見えるかという比較ができるものです。
パトロールの回数ですが、今年７月から９月末までにのべ８３回、３１４時間、パトロールをしていただいているものです。協議会からは文書で報告をいただいております。
フィルタリング機能の有効性についてですが、フィルタリングをかけた場合に、国土交通省の気象サイトなどにも接続できない状況がみられたということです。あるいは、似たようなブログサイトで繋がるものもあれば、繋がらないものもある。そういったフィルタリングの基準が分かりにくい、一体どんなふうになっているんだろうという疑問が出されております。
フィルタリングは、使用する年齢に応じて選べたり、あるいは保護者が認めた特定のサイトだけ接続できるようにするなど、フィルタリングの設定について自由度が高くなることが望まれるということでございました。
危険性についての報告ですが、ネット上で遊ぼうとすると仮想通貨というものが必要になってくるそうです。それを入手するためにあちこちのサイトに無料登録をすることが半ば強制されるということです。
その登録の結果、そのサイトとは全然関係ない宣伝が次々とメール配信されるという状況がございました。登録後１時間もしないうちにいろんなメールが届き始めるということです。メールアドレスが、流出しているのではないかという疑問を持たれたということです。
ネット上でどのように子どもが活動しているかということでございますけれども、お互いホームページを作りまして、それをリンクして繋がりを作っていることが多いようです。
それから、リンク先のサイトの掲示板に自分が来たという足跡を残し、それを第３者との仲間作りに広げているということです。
あるいはホームページの中に友達と一緒に写った顔写真ですとか、水着姿を何の加工もなく載せていたり、あるいはプロフィールの欄に具体的な学校名とか実名を載せてたりする子どもも少なくないということでした。
それから、夏休みに入って携帯でホームページを始めた子どもが増えたということでした。休み中は携帯電話で遊んでいる時間が長くなったという報告がございます。以上でございます。
（越智会長）
ありがとうございました。ただ今のご説明いただいた件ですけれども、何か、ご質問ご意見ございませんでしょうか。
（松田委員）
ネットパトロールということで、こういう問題がある、子どもたちを守るという立場が一番だと思います。ところがネットいじめなどに関すると、子どもたちが加害者になってしまうと思うのですね。私も荒れた中学校のPTA活動をやってました。

万引きがあったら、とにかく近所のお店にお願いしたのは、とにかく警察で処理してほしいということが強くありました。一部の保護者からは「子どもを警察につき出すのか」っていう話もあったんですけども、少年法があります。

警察へということは、犯人として処理があるわけじゃなく、あくまで補導なわけです。少年課の人たちは、そのあたりの扱いが非常に手慣れてらっしゃるので、先生たちよりも早めにうまい扱いをしてくれる。それと同時に犯罪であるということを強く認識させることができるので、とにかく警察にまかせる、というふうにしてきたんです。
ネット上の、例えば、その個人情報が明らかに書いてあり、誹謗中傷した場合は犯罪になるわけですよね。そのあたり、法律の専門家の方に伺いたいところなんですけど。単純に見てそのチェックするじゃなくて、もうちょっと警察に対して連絡したり告訴するとか、そういうふうなところの活動はどうなのかということなんですけど。
（越智会長）
事務局の方に質問というよりは、法律家いらっしゃるので、法律家にお伺いするのが一番いいかと思いますが。
（平田委員）
私はあんまりネット上の犯罪に詳しくなくて。一応、プロバイダ関係の法律があって、特別法については詳しくないんですけど…。

例えば一般の刑法上だと、いろいろ名誉棄損罪だとかいうのは犯罪になります。名誉棄損罪も不特定多数の人に対して、社会的名誉を下げるようなことの要件はあるので、必ずしも常に当てはまる事はありません。

（松田委員）

それは少年でもですか？
（平田委員）
適用される刑法には、犯罪の成立があって、ただ、処罰されるかどうかは別の問題なので。１４歳未満だと、それはもう刑罰に科せられます。それはどの犯罪でも同じです。
（越智会長）
処罰の問題は別にして、法律違反である事はもう明らかですよね。だって、刑法に違反してるわけですからね。
（平田委員）
刑法上、その犯罪の構成要素であたるか、というのと、その刑が科せられるかどうかっていうのはまた別なので、その構成要件に該当するかどうか、というところだと、該当することは十分あると思います。
（松田委員）
そういう動き方をすることが、効果があるかどうかですよね。実際、その子どもたちに教育していく上で効果があるかどうか。そのあたりは下田先生がお詳しいと思うんですが。
（下田委員）

ネットパトロールに関して、実はネットパトロールをビジネスとして請け負う会社が出てきています。

そういう会社がパトロールを教育委員会等に委託されてすることと、市民がパトロールをするパトロール。それから学校の先生がパトロールをするという、微妙にこれらは目的が違うと思うんですね。
ネットパトロール会社が委託されて最近やっている仕事の主なものは、彼らができる範囲のものは、誹謗中傷とか、猥褻だとか、そういう案件を決めて、それに該当する発信や書き込み等があったかどうかをチェックする。それを委託された教育委員会に通報する、というだけなんですね。だから彼らの目的としては、「こういう悪いサイトの発信があったよ。」というのを見つけて、通報するというだけです。目的は通報だけなんですね。
それを受けて、教育委員会がどういうふうにこれを使うかというと、緊急性のあるものとないものがありまして、緊急性のあるものの中には誹謗中傷に限らず、「私は死のうと思ってる」とか、そういうのは真摯に、非常に、捉えなきゃいけないんですね。誹謗中傷も、軽いもの酷いものありわけですけども、すぐこれをやめさせて指導したり、それから場合によってはすぐ犯罪に結びつく。例えばむしゃくしゃしたから、今度、どこどこの学校を襲うとか、あいつを殺すとか、刺してやる、とかっていうのは、これは止めなきゃいけない。で、警察の方に要件を判断して警察に通報する、ということで目的が違うわけですね。
それで最近、特に教育委員会とPTAが協同してパトロールをするという時に、ご注意申し上げているのは、摘発だけでは教育的ではないと。
緊急の場合はもちろん、もうこんな酷い誹謗中傷である場合は、やめなさいということもあります。もっとも重要なことはそれを訴えることができると言っているんです。

要するに誹謗中傷の書き込みをされたほうが、これは自分を傷つけることであるから、警察に言って、犯罪要件を構成すると当事者が訴える。そうすると、基本的には要件が成立して犯罪だ、という話になるわけですね。基本的にはね。でも、訴えなければそれはどうしようもないことも基本的にはあるわけです。
そういう緊急的な要件、当事者が傷ついてると申し出ているような場合には、それは犯罪構成となるわけです。
しかし、ネットパトロールの目的はそれだけではなくて、最も重要なパトロールの目的は何だ、っていうのが、だんだん各地の教育委員会と話しているうちに分かってきました。これは通常の生徒指導、街中の補導と同じであって、何か危ない、繁華街とか危ないところで遊んでいる子が危険に遭わないように導くのが本筋ではないのかと。このネットパトロールの目的をそういうふうに定めるということですね。
そうすると今度は危ないプロフ遊びをしている子どもに、例えば変な男が近づいてくると。こういう場合はすぐ犯罪要件にはならないけども、近づいている男には、パトロールしているからやめなさい、というようなことを警告する。未然防止ですね。その未然防止と日常対応、日常指導がネットパトロールの目的としなければいけないんじゃないかということを申し上げる状況です。
（越智会長）
ありがとうございました。１つ確認したいのですが、電子メディア協議会から非常に有効な報告が上がっているわけですが、報告で終わりということなのでしょうか。それとも何か方針を持ってらっしゃるのでしょうか。

（事務局）
まず、電子メディア・インストラクター自体がネットパトロールすることによって、本当に携帯が危険であるということが体感できます。そして、次の講習会が、とてもリアルになります。実際に講習される方が携帯の画面見せながら、「携帯はこんなもんだ。」というのが非常に強く伝わってくるというメリットがございます。もちろん、「違法というものがありましたら、すぐに相談してください」と、お願いしてるのですけれども。場合によっては、警察との連携なども考えないといけないのですけども、現在のところ違法というものはありません。
逆に、非行という事実がネットパトロールによってよく見えてくる。それを抱えてしまって、電子メディア・インストラクターは保護者の方ですので、非常に悩んでいるというがございます。まさに生徒指導にあたります。
実はそういう問題意識をいただきまして、来週、学校教育部という学校を指導するポジションと、まず１回目の相談をしてみたいと考えています。
（越智会長）
例えば、先程アンケートの中で、それを子どもに対しては心配していない、というような保護者たくさんいらっしゃったわけですけども。そのお子さんの一人がネットで仮想通貨を使っている、と。これは明らかにゲームか何かなんだろうと思いますが、そういう状況を見て、その保護者が「これは健全だ」と判断するのか、そうじゃないのか。仮想貨に関して色んな問題点があるっていうことも、おそらく十分には伝わっていない場合があると思うんですよね。だから、その、保護者に伝わるような、あるいは一般の人に伝わるような、なんかやはり公開の仕方の考えがあればいいんじゃないかなっていう気がしますけども。
（事務局）
承知しました。日々の講習会の現場で、そういうお話を参加された方にはしています。ですから、このネットパトロールもある程度まとまった段階で、公開するということについて検討します。
（越智会長）
市だけではなくて、他のこういう試みをまだやっていない市町村、あるいは自治体って結構多いわけで、外に対しても公開されると非常にいいと思うんです。
例えばその仮想通貨、今はもう売買されてますよね。色んなところでそれを買うためにアルバイトをしているっていうこともございますので、色んな問題を含んでるんだろうと思うんです。ぜひ、どういうふうに役立てていくか、ということについてもお考えいただければと思います。
次に移ってよろしいでしょうか。それでは、講習会ですね。ケータイ出前講座についてのご報告がございます。それじゃあ、説明をお願いいたします。
（事務局）
資料２の２をお開きください。電子メディア協議会にお願いしているもう一つの柱が、このケータイ出前講座でございます。
７月から始めまして、９月までで合計１４回、８６５名の参加をいただいております。内容は電子メディア協議会から提案したり、あるいは先方の要望に応えたりしております。対象は保護者が中心で、教職員や、青少年健全育成連絡協議会の役員という方もございます。規模的には３０名から、一番多いので１２０名を対象としています。この１０月以降もこの出前講座の要請というのは次々とございます。次のページをお開きください。
参加者の感想ですが、「現状を理解した」というのが多いです。「いかに子どもたちに有害かということが感じられた」「本当の意味での大人にならなくてはいけないと思った」「想像以上の内容だった」というものです。それから２番目は、コミュニケーションとしてまとめさせていただいております。このケータイ出前講座の中では、携帯電話を通じて、親と子どものコミュニケーションを大事にしてくださいということを、強く取り上げています。「とりあえず上の子はフィルタリングしているが、必ずしも安全でないのが分かったのでじっくり話し合ってみたい」「家庭のコミュニケーションが大切だ」「持たせる前によく話をする必要がある」「子どもとしっかり約束事を決めよう」という感想を寄せていただいたので、大変効果が上がったということではないかと感じております。以上でございます。
（越智会長）
はい、ありがとうございました。それでは、ただいまのご説明ですが、何かご質問、ご意見ございませんでしょうか。
（松田委員）
携帯電話について、学校、生徒とか学校とか保護者を対象にしたこういう講習会っていうのは、いくつかの団体がやっているかと思うのですけども。例えば警察の関係だとか、総務省の関係だとかありますよね、そういうのが。そういう、その各関係団体との横の連携はどうなんでしょうか。
（事務局）
そこはあまりございません。評判が評判を呼び、どんどんリクエストがあるのに応じているというような状況でございます。計画的に、とか連携を取りながら、というのは欠けております。
（越智会長）
これは大体、学校を会場に使ってらっしゃるんでしょうか。
（事務局）
会場は学校が多いです。集会所とか公民館を使うケースもございます。今月はアステールプラザで５００名を想定した講習会を予定しております。

（越智会長）
なるほど。先程の話と繋がりますけど、安心だっていう、あるいは子どもを信頼しているっていう保護者の方もこういう所に参加することによって、意識が変わるということは十分にあり得ることですよね。やはり、大きな会場に来ていただけるような保護者は、おそらく意識の高い方で、行かなくてもたぶんちゃんとできる方だろうと思うんですね。そうではない保護者に聴いていただくためには、保護者だけではありませんが、意識の比較的高くない方に聴いていただくためには、もっとこまめに、それこそ、それぞれの学校を訪ねてやっていく、みたいなのが必要なのかもしれませんね。そうするともちろん、協議会の方々の負担が増えるわけですけれども。
その協議会のメンバーですけれども、何人ぐらいのメンバーが関わってらっしゃるんですか。
（事務局）
はい、現在は１１人です。中学校区１つに１人ぐらいの目標で育てることができれば、あるいは中学校区に複数のインストラクターがいれば、もっと緻密なパトロールができる、という分析をしております。

（越智会長）
じゃあ１１名で交替でしていらっしゃるわけですか。
（事務局）
はい。
（越智会長）
他にいかがでしょうか。

（小野委員）

うちも県の高等学校PTA連合会のところでもお願いしたんですが、本当に分かってるとか、理解ができている親が来るんですよね。理解できない親は来ないし、学校にも来ないんです。ということをどうすればいいか。つまり、子どもたちに教育をするのが一番大切なことだと思うんですよね。だから、教育委員会から先生方にお願いして、各学校で子どもたちに対してこういう教育をすることをしていただけないでしょうか。
（事務局）
ご指摘の通りで、仕事が一番大事とか、行きたくても行けない方もいますし、関心のない方もいます。そういう方にアプローチしていかないといけないというのは、文部科学省でも認識しておりまして、新しい取り組みを提案しようとしているという情報がございます。確かに我々も必要だと考えております。
（越智会長）
確かに、親を教育することによって、その親が子どもに教育する方向と、直接、子どもに教える方向と両輪いるのでしょうね。
（長尾委員）

警察ではですね、各県下の小中学校の７割から８割近くで、犯罪防止教室というのをやってます。この中で、万引きは犯罪ですよということを教えます。薬物はだめですよということを教えたり、携帯電話には気をつけましょう、ということもですね。私どもの少年育成官とか警察官とか、それからあるいは、少年補導協助員というボランティアの方々に協力してもらって、学校へ行っています。だから、大半の児童は、学校へ行っておれば、携帯電話のことは聞いているんではないかなと思ってます。
教育委員会も全校に一回は、こういう教室をやるという方針ですよね。ですから、子どもたちには、相当程度、行き渡るっているのではないかと思いますけど。
さっき言われたように、全く聞く意志のない保護者ですが、子どももそれと同じで、参加しているけど話が分かりません、聞いていません。というのがいますよね。そこがちょっと難しい所ですけど。
（事務局）

今、おっしゃっていただきましたように、学校で、現実的にやっている取り組みとしては、警察と連携して、年に１、２回程度です。必ずしも、全ての学校が携帯をテーマにしてやっているというわけではないのです。
小学校は、まだ、万引き防止というテーマが多いのです。育成官に来ていただいて、防犯教室という形で全校児童・生徒を対象に、あるいは、小学校の高学年を対象に。中高生の場合は全校生徒を対象にしてやることが多いのですけど。
そのテーマの中に携帯問題というのが、ここ数年、確かに増えています。この協議会でもPTAでも積極的に話題をとりあげて、お話しをしていただいていますので、テーマとして携帯問題というのは増えてはきております。
もう一つはですね、児童・生徒への働きかけっていうのは、条例の３本の柱の一つで、何度か審議員の方からも、メディアリテラシーという言い方で、子どもたちに力をつけていくことの必要だ、というのはずっと言われています。その三番目の部分、子どもたちに、どう力をつけていくのかという部分が、確かに組織的な動きとしては遅れているといえば遅れている部分なので、そこをやっていかなければいけないという課題意識が我々も持っています。
状況としてはですね、この感想の中にも表れていましたように、もちろん全然話を聞いてない保護者がいて、そこへの働きかけいうのは、課題ではあるのですけど。
もう一つ、PTAの学習会や我々の研修会をやった時に来ていただく保護者の中にも、携帯問題に関しては、この感想にあったように「事態がそこまで進んでいるとは思わなかった」とか「そんなに大変だとは思わなかった」と、まだかなりの状況認識不足なんじゃないかと。
（下田委員）

私ども、群馬県のやり方について少し紹介して、参考になると思います。
まず、先程から関心がない、もしくは興味を持たない親、子、ですね。親子という、網をかけて、どういうふうに、啓発活動を対象にしていくか、そういう人たちを対象にできるかというのを検討しています。

まず考えたのは、入学説明会です。特に中学の携帯利用が問題になっている中学から始めようということですね。小学校から中学校に来ると、学校で入学説明会っていうのは親子全員出てきますから、その場で、校長先生が、自分の管理責任のあるこの学校に入ってくる親子に対して学校の方針を伝えます。携帯の学校持ち込み禁止と。これは言えば分るみたいですね。但し、それだけでは駄目だから、なんで禁止をするのかという理由を、校長の口からきちっと説明をする。
こういうような子どもに、好き勝手に注意もしないで携帯を渡してやっていると、子どもも悪くなるし、親も困るし、学校は困るのだという理由、まず、持ち込みは絶対駄目だと。なおかつそれを言った上で、できれば持たさないで欲しいということまで言い切るのですね。
特定のそういうことをやろうというふうに手を挙げていただいた校長先生が、口頭で説明をして、そして、なおかつ…これ実験なのですが、そう言い切った後ですね、私の学校に入学してきた以上は、子どもに対して、うちも市民インストラクターいます。お父さん、お母さん方の仲間がこういう勉強しているのです。その仲間の話を聞いてもらいます。３年間のうち何回か必ず聞いてもらいます。
それから、子ども向けには、警察とも連携しながらインストラクターが、学校の教師、先生も勉強してもらって、何回か授業をやります。子どもの授業はともかくとして、親の勉強会には絶対に出てもらいたいと、こういうふうに最初から釘をさしちゃうんですね。
そうやって、実験をして効果があったというので、実験は高崎市でやったのですが、高崎市の全中学校の校長がやりたいと教育長が言い出して。校長も校長自身が分かっている人と分かってない人がいるのですよ。持ってきてはいけない理由について、校長自身がメディアリテラシーに自信がない人は、言えない。その代りにDVDを作って、それをまず聴かせてですね、親子に聴かせて。そして校長が、この、今、DVDの解説にあるように、あるようなことが私の方針だからと言ってすませる。そういうようなマニュアル付きのDVDを作って実験を少し広めました。
それも効果もあるということも分かったので、群馬県教はそれを前提に、全県の中学校に来年からDVDを配布して、入学説明会の時からポリシーをたてます。そして、親子に、携帯だけではなくて、今後は子どものインターネット。ゲームも含めてですね。同じように呼びかけて、そして、特に親を参加させようという試みを始めています。
来年からやるということに先月決まりました。この決めた委員会は、私も、青少年の補導なんとかという補導委員の方が入って、県警も入って、それから市民インストラクターの委員会からも代表を出して、教育委員会と知事部局の青少年課が集まった。子どもの携帯問題を解決する連絡協議会という委員会で、そのポリシーを決めて、予算を国からそこの委員会に出してDVDを作って、県警とも連携しながら、入学説明会の時からきちっと計画的にやっていくということを我々は始めたわけです。
（越智会長）
ちょっと伺いますけど、群馬県の県教委がそのDVDを持っている。
（下田委員）

DVDの制作配布は、子どもの携帯問題に関する連絡協議会というところの、県教委も入っていますね。知事部局の青少年課ですね。そこが国から制作費をいただいて、DVDを作らせている。
（越智会長）
もし、それを１枚送っていただいて、場合によっては実験的に利用するっていうこともできますよね。

（下田委員）

考え方としてはですね。とにかくこれは僕の個人的な考え方ですね。一挙にみんなが利口になるわけではなくて、学習意欲を高める。
皆さん、お父さんお母さん、インターネット利用の責任はマスメディアとは違ってテレビとは違って、保護者にあるという前提です。保護者全員が子どものインターネット利用に関して、ペアレンタルコントロールという能力を持てるわけではないので、まず、分かった人が分らない人に伝えて、広げていくという方針ですね。学校も同じように。

この実験は高崎中心にやっているわけですが、高崎市内のモデル校を作ります。そこで、その実験の成果を広めるという段階的な発想で、計画的にやるっていうところが特徴なのです。
（越智会長）
ありがとうございました。それじゃあ、ちょっと知事部局の方に連絡をとっていただいて、下田先生がこの審議会に入ってらっしゃるっていうことも申し上げていいと思うのですけれども。ちょっと、それ、１枚送っていただくっていうことがお願いできますでしょうか。見せていただいて、なんか新しい、またヒントができるかもしれません。
（下田委員）

もうちょっと言いますと、実験に使ったDVDは私の研究室で作ったものでして、その研究室のDVDを基に、来年の入学説明会、来年の４月からの入学生に対する説明会用の全県配布用のものですね。それを知事部局が今、編集委員会を作って作業中なのですね。県が作ったDVDというのは、まだ姿を現していないのです。実験用に私の研究室が提供したものはあります。ですから、県のほうに言っていただいても、私が持ってきてもかまわない。
（越智会長）
なるほど。じゃあ、下田先生よろしくお願いします。それではよろしいでしょうか。今の件については。
次は議題３です。「ノーテレビデーの取り組みについて」ということですが、これまでずっと広島市がやってきていることですけれども、ご説明を、また、事務局からお願いいたします。
■議事３　ノーテレビデーの取組について
（事務局）
はい。ノーテレビデーの取り組みでございます。子どもたちから電子メディアとの距離を置かせる取り組みの一つの大きな柱でございます。
２番目の参加状況をご覧ください。平成１７年度には公募という形で、参加家族は５５組でスタートした取り組みですが、昨年度１０,０００を超え、さらに今年度は１４,０００組というふうに…が広がっているものでございます。継続は力なりという言葉がありますけれど、続けていくことに意味があるのではと痛感しております。
２枚目別紙をご覧ください。初級、基本、上級の３つのコースのいずれかにチャレンジしてください。ということで、レベルを上げ、あるいはこういったような形でシールなど使って、楽しく参加していただくものでございます。
引き続き資料３の２をご覧ください。同じような資料になっております。このノーテレビデーに関しては、この審議会からも、従前から意見をいただいているとこなんですけれども、現在、予算編成時期にあたりまして、次年度の事業について、またご提案いただければと考えております。
先程申しあげましたように、あるがままに続けるというのも効果がある方法ですし、審議会でご指摘が従前あったように、内容などの中身を変えていかないといけないというテーマも同時にもっております。以上でございます。
（越智会長）
前からうかがおうと思って質問してなかったのですけど、ノーテレビ、あるいはビデオ、テレビゲームを含むわけですが、電子機器に手を出さない時間帯に、だいたい皆さん何をしてらっしゃるのですかね。
（事務局）
家族での会話を増やすということが主旨でございます。

（越智会長）
だいたい皆さん、家族で話をしてらっしゃるというふうに、考えてよろしいわけでしょうかね。

（事務局）
そうですね。アンケートの回答の中では、そういうのが数多く見受けられます。
（松田委員）
たぶんですね、私が中学校の役員をしていた時に、平成１７年度は５５組で、これ、学校からの依頼もあったのですけど、一年目は上級編しかなかったのですよね。これはもうとてもじゃないけど参加できないという…。我が家でも無理だと妻に言われまして、諦めたのですが。まあ、その後、基本コースとか、初級コースとか、まあ、これはいいのですけども、
例えば、マイカーノルマーデーってあるのですが、ああいうふうにとにかく、毎月１日、日を決めて、全員でとにかくその日取り組むと。その時にまる１日本当に見ないじゃなくて、その中の１日の例えば、９時以降は見ないとかニュースしか見ないとか、本当に全く見なかったりとか、あるいは食事中は見なかったとか、そういうことで、レベル分けをして、その日、どこまでのレベルでできたかみたいなこともやっていいのじゃないかなというような気がするんですね。
ですから、本当に取り組めるような家庭だけじゃなく、まあ、うちでもオッケーみたいな家庭が多いわけですから、もっともっと本当に全ての家庭が参加できるようなことっていうのが考えられていいように思います。
（事務局）
何に取り組むかの選択することができるようにすることというのは必要だと思います。どういう取り組みをするのかというのが家庭で話されると一番いいですね。ちょっと、そのあたりで検討させてもらいます。

（越智会長）
まあ、確かにですね、あれしよう、これしようとですね、指示するのもなんか非常に難しいかもしれませんよね。かといって、ある程度こういうふうにしたらどうでしょうか、みたいなモデルはあれば助けになるでしょうね。
（石田委員）

毎日テレビを見ている僕が言うのも変な話ですが、やってみた方の感想っていうのは、公開されているのですか。特にこういうことやってみて良かったというふうな意見だったら、オープンにすると、やってみようかなとか関心を持たれる家庭がもっともっと増えていくかもしれない。

この結果がどんなふうに集められて、どういうふうに活用されているのか、本来の目的からするとどういうふうな効果が表れているか。そういったところを伺えたら。
（事務局）
分かりました。ちょっと、そういう発信という部分が欠けている要因と思います。学校での評価は、この数字がまさに物語っていると思うのですけれども。今年もやろう、来年もやろうという盛り上りがあるのは感じております。
（越智会長）
他にいかがでしょうか。それじゃあ議題の３については終了というふうにさせていただきたいと思います。
４番目のその他ですが、二つ計画してございます。一つは「パケット定額サービスの問題点について〉」。これは資料４になりますが、これについてですね、ご説明いただくことと、もう一つはですね、下田先生のほうからまた新しい情報をいただけるということで、その時間を少しいただきたいと思います。これ、下田先生、これは何についてというふうに言えばいいですかね。
（下田委員）

今、仮想通貨についての話が出ましたよね。で、仮想通貨が広がっているわけです。その問題について、ちょっとシミュレーションを。

（越智会長）
じゃあ、主として仮想通貨についてというお話しになるかと思います。まずパッケト定額サービスの問題点についてご説明をお願い致します。
（事務局）
はい。実は市民から、パケット定額サービスを強引に勧める業者がいて、困ったという報告がございました。それに対して調べたことについて報告させていただきます。
各社はご覧の表のとおり、パケットサービス、定額サービスというのを設定しております。一方でもし、このサービスを利用しない場合に料金がどうなるかということも調べました。トップページ一面を出すと約３００円、着うたをフルで引っ張ってきますと１曲で７,０００円。動画も同じぐらいから大きいものでは３０,０００円というような値段が発生します。通常、物を買う時にはまとめ買いすると割安になるというニュアンスなのですけれども、パケット通信についてはこういう値段設定にはなっておりません。
問題点として整理していますけれども、もし、このサービスを利用しない場合は携帯電話の利用が料金的に大きな制約を受けることになります。それで、このパッケト定額サービスに入るということで、時間の浪費や漫然とした携帯電話の利用を招くということになります。ひいては、課金についての不安がなくなって危険なリンク先にも入りやすくなるということです。我々のメディアから引き離すという取り組みと反する結果になってしまうということになります。
販売会社は親身になってこの定額サービスを勧めたのだと思うのですけれども、料金体系自体がこのようなものになっとりますので、もし、普通の物を買う時のように、まとめ買いすると多少は安くなるというような料金設定になっていれば、この定額サービスを利用しないで、寄せられた市民の声のように、料金と勘案しつつ料金が抑止力になって利用を控えるというような子どもが育つのではないかなと感じておりました。
販売会社については、先程も言いましたように、たぶん、親身でアドバイスしたのだろうと思ったのですけれども、やはり、強引と考える親もいるかもしれないので強引なことだけは止めてくださいというようなお願いはしております。以上でございます。

（越智会長）
ちょっと確認させていただきますけど、パケット定額サービスの問題点と書いてありますが、それを利用するときには注意したほうがいいですよというお話ですか、それとも、そういうクレームが市民の方から寄せられたというお話ですか。今の話は。
（事務局）
市民から寄せられたクレームというのは、販売会社が強引にこのパケット定額サービスに入れというのを勧めるという内容です。それで、検討させていただいたのです。

（越智会長）
例えばその、１、２、３とふってありますよね、資料にね。３番目の問題点にまた（１）から（３）までありますが、（２）と（３）は、もし、このサービス受けちゃうと、なんていうか、漫然とした利用というものにもつながるし、あるいは危険なリンク先に入りやすくなると、これは危険性だと思うのですが、この（１）ですか。これはなんか、そのまま読みますと、料金的には大きな制約があるから、パケット定額サービスを利用したほうがいいですよっていうふうに読めますけど。
（事務局）
そうですね。自動的にパケット定額サービスのほうに誘導する仕組みになっているということですね。

（越智会長）
なるほど。（１）と（２）（３）とはちょっと性格違うわけですね。
（事務局）
そうです。はい。

（越智会長）
はい、分かりました。いかがでしょうか、ただいまのご説明ですが。
しかし、こんなこと私がいうと変ですが、おそらく、方向は定額サービスのほうに向いていくのじゃないでしょうか。
実は、私たちの審議会は主に携帯電話ですけれども、コンピューターをウェブにつなげてサービスを受けているって人がほとんどかもしれませんが、それも同じ道をたどってきたわけですよね。今も１００％に近い人が定額サービスを利用してらっしゃると思うのですね。定額サービスが普及することによって、実はネットワークの、もちろん子どもですが。子どものトラブルが増えてくるわけですよね。
なぜかっていうと、請求料金が多くなれば何かあったっていうふうに親はすぐ気付きますけれども、定額になったら、そういうことに気付く機会ってなくなるわけですよね。同じことを言ってらっしゃるわけですよね。ですから、たぶん、同じような問題が、危険性に向かって。間違いないですよね。
（事務局）
パケット定額サービスには、このような危険性が内在しているということも啓発活動の一つに考えています。
（松田委員）
料金設定の実際には全部明細が送られてくると思うのですよね。よく保護者同士で話していても、うちは何十万なったとかですね、何百万なったとか、ものすごい金額が本来だったらその送られてくるけども、定額でいくらかかったという会話があるわけですよ。ですから、チェックするっていう契約をすればいいんで、料金体系そのものは仕方ないというか、パケット定額制の問題というよりは、実際どのくらい使われていたかを、保護者なりにチェックして。極端なことになってれば、「まあ、これどうしたん？」という、そういうふうな啓発が必要なんじゃないかと思います。
（事務局）
本来なら、利用料金がいくらであったいうのは確か全社ではないはずなのです。出てくる会社もあれば出てこない会社もある。大きい金額がでて、パケット定額サービスだったから、得して良かったね、という親しかいないんです。日本の親は料金の心配しかしないというのが、電子メディア・インストラクターからも報告を受けているとこなんですね。ちょっと、そのあたりも含めて、啓発が必要なところではないかと考えています。
（越智会長）
それではですね、もう一つの、下田先生の仮想通貨を主とする問題点。携帯電話の問題点という。そういうお話のほうに移っていきたいと思います。
■その他
（越智会長）
話題提供をいただいた後、質疑応答の時間をとっていきたいと思います。それじゃあお願いいたします。

（下田委員）

これはですね、フィルタリングが前はかかっていたサイトですけど、要するにかけられなくなった。健全化したからかけられない。言い方は悪いですけど、前は不健全だったけど健全なったからフィルタリングはずした、というサイトの一つですね。
認定しているところはエマということなのですが、私どもは、エマが健全だとハンを押したサイトの中身を調べているのですね。市民が調べている。そのお手伝いをうちの協会がしているということです。京都、奈良、それから、うちが健全サイトの調査をして、まあ、膨大な表を作っているのですけども、その中で、健全化宣言の認定を受けた代表的なサイトであるディーエヌエーという会社のモバゲータウンっという遊び場で仮想通貨が使われている。
まず、いいか悪いかは別として、仮想通貨というのを、なぜ、そのサイト業者が発行するのかというこだわり、仮想通貨を与えるのか、ということを知らなければいけないだろうということで、こういう調査の中で、仮想通貨の研究会が始まって、お父さんお母さん方が子どもになりかわって仮想通貨をディーエヌエーという会社に仮想通貨をもらうということを子どもの代わりにやってみたのですね。で、その実態を解析したシミュレーションの場面だと思ってください。

それで、業者がなぜ仮想通貨を子どもに出すかということですが、先程言いましたように。その前提として業者の仕事とは一体何なのか、もっと言えば、ディーエヌエーという会社は大変会社儲かっていますけども、どうしてこのモバゲータウンという遊び場で、まあ、分かりますよね。モバゲータウン。こういう遊び場をこのディーエヌエーという会社はディーエヌエーという会社の遊園地ですね。ネット上の遊園地がこのモバゲータウンという名前の看板をかけた遊園地だと思ってください。ここで、子どもたちが遊び目的で遊園地に入ってくるわけですね。
その前に、これは、このテレビの番組みたいな、このモバゲータウンという遊び場で、このディーエヌエーという会社が利益を上げる為には、入ってきた子どもから直接料金をとらない。ここはただでゲーム遊びをさせるところだから、ただで遊ばせるよという遊園地なのですね。後楽園遊園地とかなんか入場料無料で入ってくれ、ここに子どもがでてくる。それだけでは利益があがらない。この会社の利益のもとはスポンサーなのですね。

この遊園地で占いサービスを有料でやったり、音楽コンテンツを売ったり、それから、漫画の本を売ったりしているのだというふうに思ってください。そういうことを前提に解説をします。

まず、ディーエヌエーさんはモバゲータウンという遊び場を開設して、投資をして、遊び場を、遊園地を作った。で、ここに、スポンサーを呼び込むわけです。スポンサー、うちのモバゲータウンに入りませんかとか、前は怪しげなもの、もっと怪しいものを売っていたのですけど、健全になってからは、いちおう、コミックス。ポルノタイプのコミック売られていたりする問題は問題なのですけど、まあ、それはともかく。ここにモバゲータウンに宣伝をしますみたいな広告契約をとるのですね。そして、広告を貼るわけですね。子どもの遊び場に。
そうするとテレビのCMと同じようにテレビ局にスポンサーがお金を出すように広告料が入ります。これはYと書いてあるのは円ですね。リアルマネーです。バーチャルマネーではありません。これはもちろん円ですから、ディーエヌエーはこれで利益を得ます。
これだけではあんなに急成長できないのですね。ものすごく儲かっていますから。儲かる秘密はここから先にある。子どもを使っているということが分かってきたのですね。
子どもは無料で、スポンサーの広告料で運営しているというところに、ただでゲームをやりませんかって、入ってくるわけですね。で、ここからが問題なのです。しかし、ただでゲームだけやって帰ってもらっては困るので、広告を見てほしい。クリックっていいますけども。そうするとすぐカウントが増えていきますので、ネットでは。で、スポンサーサイトにあなたのところのコミックに興味を持った子が何人いますよという情報がいく。
従って、コミックの広告会社の広告を見たという子どもの数が増えると広告料が高くなるというのですね。ここがみそですね。だから、基本的にはこの仮想の遊園地にたくさんの子どもを呼び込むということが、このディーエヌエーさんの作戦ですね。ともかく、クリックが増えてくると広告会社から割増しの広告料金が入ってくる。それは、要するに、アフィリエイトっていうものを運営会社の側から見た見方ですね。
これだけでは、さらにあれだけの急激な利益は上がらない。サービスを開始してあっという間に短期間で１,０００万のユーザーを獲得し、子どもがこれはおよそ６割ですね、６００万くらい子どもですから。で、広告料の価値が上がりますから、あっという間に１部上場ですね。上場企業になったわけですからね。これだけではそんなに儲からないということが分かってきた。
もっとすごい手を考えたのですね。クリックをすると、例えばコミックをクリックしたと、見たと。そうすると、リアルマネーが運営会社には入る。子どもにも、クリックするような動機を、ただ漫然と見てくださいじゃなくてね、ここで仮想通貨が発生するのですね。まず。クリックするご褒美なのです。見たという。つまり、このディーエヌエーさんの広告収入を上げる協力をしてくれた子どもにご褒美としてバーチャルマネーがわけです。
このバーチャルマネーを子どもがまず欲しがる理由はですね、この遊び場で遊ぶには、ただだと面白い遊びができない仕掛けになっているのですね。簡単に言えば。バーチャルマネーを使わないと本当の遊びができない。そういう仕掛けになっているのですよ。要するにうするに、ただで遊んでいいよっていう遊び場で、それだけでは面白くないので、お金が必要になってくる。だから、クリックするとバーチャルマネーをもっと面白い遊びができるよということが魅力なのですね。
次にですね、この広告を見て会員登録をする。もしくはこの会社の会員登録をしたり、もっとすごい場合は商品を買う。この子ども買ってくれるわけですね。当然そのコミッションがここに入るわけですね。そして、子どもにもご褒美が来るわけですね。販売促進に協力してくれたようなものですね。お客さんであるとともに共に、と同時に販売促進要員なのですね。
更にこの子どもの役割をうまく設定してあるのです。もっとバーチャルマネーを使って、もっと面白い遊びをさせる。例えばゲームでいうと、ゲームの中で魚釣りをする。で、魚釣りをするためには、釣り竿が必要でしょう。釣り竿を買いませんか、という。釣り竿も悪い釣り竿といい釣り竿があって、安いと悪い。バーチャルマネーで安いやつはすぐ折れちゃうわけですよ。そうすると、折れない釣り竿がもっと欲しいなと。
それと、遊び場によっては服を着て遊ぶとこもあるのですよね。アバターと言いますが。要するに、このゲームの遊び場に来る時に、いろんな衣装を自分で着飾って遊ぶわけですから。
最初にもらうのは下着だけですから、当然、服買いたくなります。これバーチャルマネーでしか買えない。もっといい服を買って、もっともてはやされたいという心理を発生させる。釣り竿でもなんでも同じですけどね。もっといい服なり、釣り竿なり。それから、戦闘ゲームをやれば武器なんかを欲しい。欲しくなるようにここで遊びが仕掛けられていますから。だから、商品を買うとさらにこの遊びに必要なバーチャルマネーが与えられると。
ここで止まってないのですね。お友達を紹介して欲しいっていうのね、この会社は。あっという間に何百万、１,０００万を超えるユーザーを獲得したのはこれなのですね。お友達を誘ってここの中に連れてきてくれれば、あなたにご褒美をあげますよ、と。お友達をもちろん連れてくるわけですね。学校裏サイトなんかにも「モバゲータウンおいでよ、遊びにおいでよ」って言ってこの会社の営業のお手伝いをしている。そうすると契約料金がさらに上がるわけです。
この会社は、例えば新聞社でいうとですね、新聞社の広告料金というのは発行部数に比例しているものですから、うちは１０万部というのと、うちは１００万部というのとでは基本的な広告料の値段設定が変わってくるんですね。１００万人しか遊びに来ないネットの遊び場と１,０００万人来るところと、もう値段全然違うのですね。広告料が次第に上がってくる。
そういう中で先程の仮想通貨というものが発行されているということですね。仮想通貨を使って遊ばないとおもしろくない仕組みにしていくから。まず、これ注目してもらいたいのは、クリックですよね。よく考えると、なんでねえ、そのゲームサイトで１日に２時間も３時間もゲームサイトの利用時間を使うのかと。調べるとこういう仕組みになっている。これ、子どもの時間を食ってお金に換えているという仕組みなのです。
クリックするということは、ちょこちょこちょこちょこ押したりするのは携帯使っている人だったら簡単なんだね。この中でいろんなスポンサーがあるわけですから、いろんなスポンサーの、とにかくクリックするだけで仮想通貨が手に入るから、そりゃ、忙しいですよね、子どもはね。なんか、忙しくネットで働けという、働かされているような仕組みになっている。
お友達を紹介するのも大変なんですよ。やっぱり子どもは時間を使うのですよ。友達を紹介するために、あっちこっちのブログに行ってモバゲータウンで会おうよとか、学校裏サイトに入っていってモバゲータウンで会おうよとか、こっちへおいでよってやっているわけですから、営業活動をやっているわけですよ。ということは友達紹介も相当な営業活動や時間をかけているはずなのです。そういう仕組みになっているけれど、子どもはこのゲームサイトが発行している活動通貨をこういうふうに稼ぐ。

今度はデメリット、リスクが一体何なのかっていうことを考えなきゃいけないですね。いろいろあると思うのですが、一つは、簡単に言えば時間を使われている、持っていかれているということがいえますよね。明らかに。親はこんなことやっている、モバゲーの為に子どもが働いているなんて思ってないはずですよね。時間がなくなることによって勉強時間が減っていきますよね。それから、勉強時間と携帯の使用時間の相関関係については、いい影響があるというデータなんか逆に出てないわけですから。そりゃそうです。携帯の中のコンテンツには勉強に役立つようなものはないですから。遊びですからね。
それから、生活リズムを壊す。これは、時間が増えれば睡眠時間けずりますからね。だから、生活の睡眠時間を削りますから。
それからもう一つは、変なお金を稼ぐ。本当は中学校でも、もちろんアルバイト禁止ですよね。アルバイトを進めている中学校があったら教えてほしいくらいのもので。高校だって、ちょっと前までは高校生もアルバイトをしちゃいけなかったのです。最近調べていったら、一年生入学の夏休みまでは禁止で、夏休み入ってから認めるっていう学校が結構多いらしいのですね。ということは何かというと、教育的ではないってことじゃないですか、少なくとも高校までは。という考えが常識だったのに、中学や小学校に至っては当然教育的じゃないですよね。ところが、ネットで教育的ではないアルバイト活動をして、子どもの生活のリズムや勉強のリズムを崩している。マイナス要因を作っているわけね。そういうようなふうにこの弊害を理解して、この仮想通貨の問題というのをお互いに伝え合っていくのが重要ではないかと私どもは考えております。
これはインストラクターの皆さんは知っています。つまり、子どもたちがどういう業者であそんでいるかという実体を知らなければ。最終的にはパケット料だ。定額制でもお金払っているのは最終的には親ですからね。親が払ったお金で子どもは遊んで、そして、業者の手先になって営業しているわけですからね。こういうことが見えないとインストラクターとしては注意出来ないですね。
（越智会長）
はい、ありがとうございました。モバゲータウンというのは有名なサイトですけれども、その問題点、本当によく分る説明だったと思います。何かご質問、あるいはご意見ございましたらお願いします。

（松田委員）
あの、鳩山夫妻が見に行って感動したというサマーウォーズっていうアニメがあるんですね。私はアニメほとんど見ないのですけど、まあ、鳩山夫妻が行ったというので、夫婦で見に行ったんですけど。あの世界が基本的にモバゲータウンの延長線上だと思うんですね。だから、あれみたいなとこが、ただのアニメの空想の世界だと思ったらとんでもない話です。もっとリアルなのはセカンドライフだとか実際にあって、セカンドライフの中では本当にそのお金が仮想通貨ではなくてドルと為替レートが交換できますから、実際に稼げるわけですね。
２、３年前に結構NHKだとか日経などで報道していましたけども。月にネットだけで月に５００万稼ぐ人もいるんですと。逆にそれだけ稼いでいる人がいれば、それだけ失っている人もいるわけで。こういう認識っていうのが重要だと思うというか、ほとんどの親御さんが知らないんですよ。
確かに保護者の認識が低いんですけど、加えて先生も低いのじゃないのかという気もするんですよ。特に私が関わる先生は、学校協力者会議だとか管理職だとか、あるいは学年主任だとか、割と管理的立場の先生が多いせいもあると思うんですけども、危ない以前の問題で、実感として携帯のリスクっていうのが分かってない人が多いんですね。
例えば高校でも、「お前ら見つからんように携帯持って来い」という言い方をする先生すらいるみたいよ。認識という意味ではやはり教師もまだ不足しているというふうに思います。
（越智会長）
気になりますのはね。こういうモバゲータウンの前身っていうのは、ネットゲームのサイトで遊ぶというのがあって、その前はおそらくビデオゲームのほうから来るのでしょうけど。その流れの中で、ネットゲームとモバゲータウンの違いっていうと何なのですかね。アフィリエイトっては当然前からあるわけですけどね。ネットゲームもある。それから、バーチャルマネーにしたって、ウェブで買い物をしたらポイントかなんかをいろんなところで貰えたりするわけですね。それと非常によく似ている。それぞれが問題なく、機能を果たしているわけですが、モバゲータウンになったらどこがどう違うんですか。一番の問題点っていうのはどの点でしょうかね。下田先生はどういうふうにお考えですか。

（下田委員）

アフィリエイトのことですか。

（越智会長）
いえいえ、アフィリエイトっていうのはある意味での社会的な認知がされているわけですよね。アフィリエイトそのものはね。

（下田委員）
まあ、これも社会的認知されている。

（越智会長）
いやいや、その疑問の対象でもあるわけですよね。だからこそ注目して見ているわけですね。子どもを食いものにしているってことでしょうかね。

（下田委員）

要するに、アフィリエイトっていっても、大人がこのアフィリエイトというシステムを使うのと、子どもが使うのとわけが違うということを区別して考えないといけないというのが一つあるのですね。ネットの中に子どもが入っていくそうたいとしての心配事は子どもが大人と同じようなことをやってしまう仕掛けになっていると、いうことがそうたいとしての心配点なのです。アフィリエイトに限らず、例えば子どもは、未成年者はアフィリエイトに限らず、例えばあれですね、競り場ですね、ネットの。ネットショッピングはネットの競りですね。
競り場なんかは、子どもは絶対入れちゃいけないんですよ。それを携帯から競り場に入れて、そして、子どもが競り場の詐欺師になってしまったので、警察庁も動いて、携帯から入るネットの競り場に子どもを入れてはいけない。年齢制限しろと言って業者に規制させたわけですね。アフィリエイトに限らず、全てが、大人なら社会的常識として許されることですけども、子どもにこんなことをさせてはいけないという視点が必要だったと思うんですね。
（越智会長）
そうでしょうね。やっぱり私たちが違和を感じるのは、たぶん、子どもがそれをやっているということなのでしょうね。
（下田委員）

ただ、インターネットに関して、特に日本の社会で重要な視点は、大人も子どもも一緒にしてインターネットの利用をぐじゃぐじゃにしてきているってことが、今問われているのですね。だから、その中で子どもを守るというか、結局は大人のネットの使い方と同じことをさせていた。
出会い系だって、ひとつとったってそれは問題で、子どもがあれを使ってはいけないということがあって規制法が出ているわけだし、子どもがしてるわけですから。お酒を飲むのと同じですよね。ネットはバーチャルなのでアバターはお酒なんか飲めないけど、やってることは同じで、基本的に日本の子どもへのインターネットの使わせ方は、子どもと大人をとにかく区別しない。
インターネットっていうのは成人向けメディアですから、本来はアフィリエイトなんて問題にならないんですよ。子どもを想定していませんから。子どもを入れちゃってるわけですよ。しかも、これは子ども向けの遊び場のアフィリエイトだから、子ども向けの遊び場とアフィリエイトが良いか悪いかっていう問題を我々はしなきゃいけない。
（越智会長）
そうでしょうね。確かに子どもを食い物にするやり方っていうのは今までにもいくつかあって、まあ一般的には子どもを消費者にして、消費者としての子どもから搾取するという方法がとられますけど、これ見ていると消費者が労働者にしているっていう感じがしますね。
（下田委員）

しかも、本当は、最後は親が払っているのですから。仮想通貨というのは今頃ネットの中でしか使えない通貨なんですね。そのネットの中で稼ぐために子どもが動いている時間に対して、親は請求されて電話料払ってんですから、親のリスクでもあるわけですね。
もう少し言いますと、このバーチャルマネー、仮想通貨はですね、実際にこの子どもがゲットしたバーチャル通貨、仮想通貨を円に換金する仕組みが出来つつあるので、私どもは警戒しているのです。おそらくこれは警察も問題にしなきゃいけないのですね。警察庁が僕の所に聞いてきたので、今、調査中だというデータを出しているのです。これやられると大変なことなんです。子どもはこれをここで使うだけのものじゃなくて換金目的でこれを貯めることになると、まっすぐに犯罪に直結する。間違いなく。警察もまだそこのとこまでは考えが及んでないみたいで、これは別件で、今度神戸で国際犯罪学会やるんですが、子どもの仮想通貨問題というのもひとつのテーマにとりあげられるという話です。県警にもそのうち情報が入ると思います。
（越智会長）
だから、私たちはずっと、一般的に子どもにとって有害であるかどうかっていうのはフィルタリングの問題でずっと議論してきたわけですが、つまり情報の質というんでしょうかね。そこで動いている情報がどうなんだっていう、そういう議論をしてきたわけです。ところが、情報の質というよりも情報システムそのものがね、子どもにいい影響を与えていない。あるいは悪い影響を与えているっていう、そういう感じがしますよね。
（下田委員）

もっと言えば、これを調べようとを言いだして、私のところにきたお母さんは、こういうものが健全サイトなのかという疑問で、調べるにはどうしたらいいでしょうと来たので、保護者と一緒に調べたんですね。

（越智会長）
EMAがちゃんと認定している健全サイトですね。

（下田委員）

認定してます。健全サイトの代表です。なんらかの判断をしなきゃいけないんじゃないと言いたいでと思うんですけどね。
（越智会長）
平田先生いかがですか。
（平田委員）
なんかすごい、ビジネスモデルの感想ですけど、いっぱい儲けて、すごい知恵ですね
（越智会長）
子どものことを全く考えていないと思いますけどね。確かにそうですねえ。
（下田委員）

それでやらないと儲かんないんですね。
（越智会長）
いろんなものを組み合わせると、結構新しく危険なものってできるんですね。他にいかがですか保護者代表としては。

（小野委員）

そうですね、本当によく知らない親がたくさんいると思うんですね。私もこういうの知りませんでしたし、そういうことに使われてる子どもたちがたくさんいるんだろうなって。夜も寝る時もずっと携帯持っていますからね、子どもたち。ごはん食べる時も、どっかに行ってみんなでごはんを食べる時も、それぞれ携帯をしながら食べたり、話をしたりしていますから。本当に中毒です。

（川西委員）

私も聞いて、ああ、すごいなあと感じて。今、娘には持たしてないのですが、娘の友達がやっぱり遊びに来たときは持ってきて、お互いがいるのに話をするんじゃなくて、携帯で違う人とやりとりをしたことを伝言するとか。こんなのって何、っていうような感じの子どもたちを見ていてます。やっぱり保護者の中にも知らない人もたくさんいると思うんで。やっぱり、こういうことを知ってもらう場をたくさん設けていけたらなって感じています。
（越智会長）
はい。もうそろそろ予定の時間になりましたので、審議会の審議事項は終了したということにさせていただきたいと思います。次回は２月頃になると思います。それでは長い間ありがとうございました。















